伊万里市教育委員会御中

　伊万里市散弾銃射撃場環境対策検討委員会第1回の議論に関し、以下のとおり意見書を提出します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2013年９月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治学院大学教授　熊本一規

　本意見書提出の理由

  本年２月28日に貴委員会をお訪ねし、伊万里市散弾銃射撃場の環境対策について交渉を持ちましたところ、その後、３月４日に塚部芳和伊万里市長は「2014年度に鉛銃弾の除去作業を進める方針を表明されました。この表明に関しては敬意を表します。
　ところが、８月８日に開かれました、伊万里市散弾銃射撃場環境対策検討委員会(以下、「検討委員会」)第1回においては、委員から土壌汚染対策法及び廃棄物処理法の間違った解釈に基づく意見等が出され、その結果、射撃場の環境対策が混乱をしかねない状況となっております。

　そのため、伊万里市が、間違った法解釈に基づく誤った判断を下されないよう、本意見書を提出する次第です。

　意　見　書

１．検討委員会第1回における法解釈の誤り
検討委員会第1回の審議経過によれば、検討委員会の有識者委員の方々は土壌汚染対策法及び廃棄物処理について間違った法解釈をしておられます。
　主な点は次の(1)～(3)です。

(1)本件は土壌汚染対策法に該当しないとの誤り

本件に土壌汚染対策法が適用になるか否かにつき、伊藤洋委員は、次のような発言をされています(鍵括弧内は発言どおり。鍵括弧なしは要旨。頁は「審議経過」の頁)。

1 土壌汚染対策法は、地下水汚染の場合にのみ該当し、本件は表流水の汚染の事例であるから、土壌汚染対策法は該当しない(8-9頁)。

2 「地下水は何でもありませんよとなると、知事は措置命令は出せません。…結論から言うと、土壌汚染対策法にはあたらないと思います」(9頁)
  しかし、この法解釈は誤りです。
　土壌汚染対策法は、「要措置区域の指定」の要件を次のように定めています。

　　知事は、次のいずれにも該当するときは、当該土地の区域を「要措置区域(汚染の除去等の措置を講ずることが必要な区域)」として指定するものとする(法６条)。
　　一　土壌汚染状況調査の結果、当該土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が環境省令
(施行規則31条)で定める基準に適合しないこと
施行規則31条：鉛の溶出試験の基準0.01mg/ℓ, 鉛の含有量試験の基準 150mg/kg 
　　二　土壌の特定有害物質による汚染により、人の健康に係る被害が生じ、又は生ずる恐れ
があるとして政令(施行令５条)で定める基準に該当すること
　　　  施行令５条:一　次のいずれかに該当すること
　　　　　 　　　　　　イ 施行令３条一号イの環境省令で定める基準に適合しない土地にあっては、当該土
地又はその辺の土地にある地下水の利用状況その他の状況が環境省令(施行規則
30条)で定める要件に該当すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 施行規則30条：井戸、揚水機、その他の地下水の取水口があること、水道水の水源となっていること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     っていること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　 ロ 施行令３条一号ハの環境省令で定める基準に適合しない土地にあっては、当該土地が人が
立ち入ることができる土地であること。
　 したがって、施行規則31条に定める基準に適合せず、かつ当該土地が人の立ち入りで

きる土地であれば、地下水の利用状況や汚染状況如何にかかわらず、土壌汚染対策法に基づく「要措置区域の指定」が行なわれなければなりません。
　本件民有地においては施行規則31条を超える土壌汚染がすでに判明しており、かつ民有地の相続人が「伊万里市のとった立入禁止措置を認めない」意思を表明されていることにより民有地が「人が自由に立ち入りできる土地」になっていますから、知事は「要措置区域の指定」を行なわなければなりません。
　したがって、本件に土壌汚染対策法が該当しないとの解釈は誤りです。

(2)「鉛銃弾は一廃か産廃か定かでない」との誤り
　鉛銃弾が一廃か産廃かに関し、樋口壮太郎委員長は、いずれに属するか定かでない旨の次のような発言をされています。

1 「廃棄物処理法では１９種類の廃棄物の指定しかしていないんです。それに該当していなければ産業廃棄物ではなくて一般廃棄物になります。散弾の弾というのは多分どこにもないと思います」(13頁)。
②「鉛の産廃については、事業活動で出たものということは間違いないと思いますが、これの回収責任がどこにあるのかというのはもう尐し調べないと分かりません。もしかしたら一般廃棄物かもしれない」(13頁)。
　しかし、鉛銃弾は、19種類の産廃のうち「金属くず」にあたる産廃です。19種類の産廃のうち「紙くず」などは排出事業者の業種による限定がありますが、「金属くず」の場合には、業種による限定がなく、事業所から排出される金属くずは、すべて産廃です。

　本件の場合には、伊万里市散弾銃射撃場という事業者から排出される産廃であり、したがって、その処理責任は伊万里市にあります。

　この点について、他の委員が「これまでの県の指導では、クレー射撃場というのは市が管理運営をやっているということで、事業に伴って出てきた廃棄物という位置づけでそのプラスチックとか陶片とか金属は産業廃棄物という指導を受けてきました」と発言されていますが、この県の指導は法的に正しいものです。

　したがって、本件における鉛銃弾の放置は、「産廃の不法投棄ないし違法保管」あるいは「処理基準に適合しない産廃の処分」にあたります。
 (3)「土壌汚染対策法では土地所有者が責任をとらなければならない」との誤り

本件に土壌汚染対策法が適用になる場合の責任につき、伊藤洋委員は「仮に土壌汚染対策法でいっても土地の所有者が責任を持つということになります」(11頁)と土地所有者に責任がある旨の発言をされています。
しかし、この法解釈も誤りです。

　なるほど、土壌汚染対策法によれば、知事が土壌汚染状況調査を命じる対象は「土地所有者等(土地の所有者、管理者又は占有者)」とされています。また、汚染の除去等の措置を講ずべきことを指示・命令する対象も「土地所有者等」とされています。
しかし、措置の指示・命令の対象に関しては、「ただし、土地所有者等以外の者の行為により汚染が生じたことが明らかな場合は、その行為をした者」との但し書きがついており、本件の場合には、伊万里市散弾銃射撃場によって汚染が生じたことが明らかですから、汚染の除去等の措置の責任は伊万里市にあることになります。
したがって、伊藤委員の「土壌汚染対策法では土地所有者が責任を持つ」との解釈は誤りです。
２．土壌汚染調査は伊万里市の負担で行なうのが当然
土壌除染状況調査は、土壌汚染対策法では土地所有者等の責任で行なわれることになっています。これは法の不備であり、土壌汚染状況調査の責任に関しても「ただし、土地所有者等以外の者の行為により汚染が生じたことが明らかな場合は、その行為をした者」との但し書きが必要であったと思われます。

とはいえ、法律が「土地所有者等の責任」と規定していることは事実です。

しかし、本件の場合、土壌汚染対策法のみならず廃棄物処理法も適用になります。

民有地の土壌汚染は「産廃の不法投棄ないし違法保管」あるいは「処理基準に適合しない産廃の処分」によってもたらされたものであり、廃棄物処理法19条の5に基づけば、産廃の排出者たる伊万里市に原状回復義務が生じます。それ故にこそ伊万里市は民有地に放置されたクレイやプラスチック容器の回収を行なったのです。したがって、鉛銃弾に関しても、それが液状になった場合でも、伊万里市に回収・処理の責任があることに疑いの余地はありません。

　鉛銃弾の回収・処理を行なうには、鉛がどの範囲に存在するかの調査が必要です。したがって、鉛汚染の調査は、廃棄物処理法に基づく伊万里市の原状回復義務を果たすためにも必要です。したがって、土壌汚染状況調査を廃棄物処理法に基づく原状回復に伴う措置として行なえば、土地所有者の負担でなく、伊万里市の負担で行なうことになります。
　本件の土壌汚染に関し、土地所有者には何の瑕疵も存在しません。そればかりか、三名のご家族が次々に胃癌でなくなるという事態も生じており、土地所有者の方々は鉛汚染に伴う被害者である可能性も濃厚です。そのような土地所有者に土壌汚染調査の費用負担を求めることは、条理に反します。廃棄物処理法に基づいて、伊万里市が費用を負担すべきは当然です。
　仮に、あくまで土壌汚染対策法に基づいて土壌汚染状況調査を土地所有者の負担で行なう場合には、土壌汚染対策法とは別に土地所有者と伊万里市と間で民事契約を交わし、土地所有者が負担する調査費用を伊万里市が土地所有者に支払うべきでしょう。

３．相続人の問題は委任状で解決可能
　伊万里市は、民有地の所有者が全員亡くなられていることを理由として、「この土地の土壌調査をする、あるいは対策を施すという、つまり、この土地に何らかの手を加えるというためには、生存者に相続をしてもらうか、相続人全員の承諾が必要でして我々がうかつに手出しできない状況になっております」(11頁)と述べて、相続の状況が事業遅延の原因であると説明しています。
　しかし、引用文にもあるように、「相続人全員の承諾」があれば土壌汚染調査や対策は可能です。そして、「相続人全員の承諾」は、何も相続人名義での登記をしなければ得られないわけではなく、相続人の資格のある方が資格者全員からの委任状を取得すれば容易に得られるようになります。実際、相続人の方から、登記所でも同様の助言を得られたと伺っています。

　また、仮に、伊万里市があくまで相続人問題を汚染対策事業を進められない理由とされるならば、伊万里市が2011年にとられた立入禁止措置は相続人全員からの同意を得ないで取られた違法措置にあたることを自ら認められることになってしまいます。
　したがって、相続人問題は、土壌汚染調査や対策を進めるうえで障害となるものではないと考えられます。

　以上、検討委員会第1回における法的な誤り等を指摘しましたが、今後、本意見書を佐賀県及び環境省にも送付し、私見が正しいことを確認する所存です。

　伊万里市が、検討委員会第1回における間違った法解釈に基づく誤った判断をしないよう、万全の注意を払われんことを期待しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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